
 

 

国立大学法人京都大学特定有期雇用教職員就業規則及び国立大学法人京都大学教職員給与規程新旧対照表 

改   正   前 改   正   後 

   国立大学法人京都大学特定有期雇用教職員就

業規則 

（平成１８年達示第２１号） 

 

（前 略） 

（特定有期雇用教職員の定義） 

第２条 この規則において「特定有期雇用教職員」

とは、次の各号に掲げるものをいう。 

 (1) （略） 

  (2) 特定拠点教員 任期を付して雇用する教員

のうち、世界トップレベル国際研究拠点形成促

進プログラム（以下「トップレベル拠点プログ

ラム」という。）又は最先端研究開発支援プログ

ラム（以下「最先端プログラム」という。）によ

り特定拠点教授、特定拠点准教授、特定拠点講

師又は特定拠点助教の職名で雇用される者 

 

 

 

  (3)～(8) （略） 

 （中 略） 

 （俸給） 

第４条 年俸制特定教員の俸給月額は、別表第２に

掲げる額とする。 

 

２ 前項の額については、雇用される者の経験及び

能力に応じて決定するものとする。 

 （中 略） 

（職務内容） 

第８条 特定拠点教員は、トップレベル拠点プログ

ラムを実施するための研究拠点又は最先端プログ

ラムを実施するための施設において研究に従事す

る。 

（俸給） 
第９条 特定拠点教員の俸給月額は、別表第３に掲
げる額とする。ただし、特に必要と認めるときは、
同表に定める額以外の額とすることができる。 

２ 前項の額については、雇用される者の経験及び

能力に応じて当該拠点の長が決定するものとする。 

 （中 略） 

 
 
 
 
 
 
（契約期間） 

 

 

 

 

 

（特定有期雇用教職員の定義） 

第２条 この規則において「特定有期雇用教職員」

とは、次の各号に掲げるものをいう。 

 (1) （同 左） 

  (2) 特定拠点教員 任期を付して雇用する教員

のうち、世界トップレベル国際研究拠点形成促

進プログラム（以下「トップレベル拠点プログ

ラム」という。）又は iPS細胞研究プログラム（再

生医療実現拠点ネットワークプログラムを実施

するため他のプログラム、プロジェクト等と複

合させることについて認定を受けたプログラム

をいう。以下同じ。）により特定拠点教授、特定

拠点准教授、特定拠点講師又は特定拠点助教の

職名で雇用される者 

  (3)～(8) （同 左） 

 

（俸給） 

第４条 年俸制特定教員の俸給月額は、３０万円か

ら２２０万円までの範囲で１万円単位の額とす

る。 

２ （同 左） 

 

 

（職務内容） 

第８条 特定拠点教員は、トップレベル拠点プログ

ラムを実施するための研究拠点又は iPS 細胞研究

プログラムを実施するための施設において研究に

従事する。 

（俸給） 

第９条 特定拠点教員の俸給月額は、３０万円から

２２０万円までの範囲で１万円単位の額とする。 
 

２ （同 左） 
 
 
（俸給） 

第１２条の２ 特定外国語担当教員の俸給月額は、
３０万円から１７０万円までの範囲で１万円単位
の額とする。 

２ 前項の額については、雇用される者の経験及び

能力に応じて決定するものとする。 

（契約期間） 



 

 

改   正   前 改   正   後 

１２条の２ 特定外国語担当教員の契約期間は、５
年以内とし、通算５年の期間を限度として、更新
することができる。 
（準用） 

第１３条 第４条及び第７条第１項の規定は、特定
外国語担当教員に準用する。 

２ 前項の規定にかかわらず、就業規則第２２条第
１項第１号の規定は、国際高等教育院において雇
用する場合（大学が特に認める場合に限る。）は、
これを準用しない。 

 （中 略） 

（俸給） 
第１５条 特定病院助教の俸給月額は、別表第４に
掲げる額とする。 

２ 前項の額については、雇用される者の経験及び
能力に応じて決定するものとする。 

第１６条 第７条第１項及び第１２条の２の規定

は、特定病院助教に準用する。 

 （中 略） 

（俸給） 
第１８条 特定専門業務職員の俸給月額は、別表第
５に掲げる額とする。 

 

２・３ （略） 

（中 略） 

（俸給） 
第２２条 特定職員の俸給月額は、別表第５に掲げ
る額とする。 

２・３ （略） 

（契約期間） 

第２３条 特定職員の契約期間は、５年以内とし、

通算５年の期間を限度として、更新することがで

きる。 

２ （略） 

３ 前項の規定にかかわらず、トップレベル拠点プ

ログラム又は最先端プログラムにより雇用される

特定職員の契約期間は、当該プログラムの継続す

る期間以内とし、当該期間を限度として、更新す

ることができる。 

４・５ （略） 

（中 略） 

（俸給） 
第２６条 特定研究員の俸給月額は、別表第６に掲
げる額とする。 

２ 前項の額については、雇用される者の経験及び

能力に応じて決定するものとする。 

（準用） 

第２８条 第６条及び第２０条第１項の規定は、特

定研究員に準用する。 

１２条の３ （同 左） 
 
 
（準用） 

第１３条 第７条第１項の規定は、特定外国語担当
教員に準用する。 

２ （同 左） 
 
 
 
 
（俸給） 

第１５条 特定病院助教の俸給月額は、３０万円か
ら６５万円までの範囲で１万円単位の額とする。 

２ （同 左） 
 

第１６条 第７条第１項及び第１２条の３の規定

は、特定病院助教に準用する。 

 
（俸給） 

第１８条 特定専門業務職員の俸給月額は、３０万
円から９０万円までの範囲で１万円単位の額とす
る。 

２・３ （同 左） 

 

（俸給） 
第２２条 特定職員の俸給月額は、３０万円から９
０万円までの範囲で１万円単位の額とする。 

２・３ （同 左） 

（契約期間） 

第２３条 特定職員の契約期間は、５年以内とし、  

通算５年の期間を限度として、更新することがで 

きる。 

２ （同 左） 

３ 前項の規定にかかわらず、トップレベル拠点プ 

ログラム又はiPS細胞研究プログラムにより雇用

される特定職員の契約期間は、当該プログラムの

継続する期間以内とし、当該期間を限度として、

更新することができる。 

４・５ （同 左） 

 

（俸給） 
第２６条 特定研究員の俸給月額は、２５万円から
８０万円までの範囲で１万円単位の額とする。 

２ （同 左） 

 

（準用） 

第２８条 第６条及び第２０条第１項の規定は、特

定研究員に準用する。 



 

 

改   正   前 改   正   後 

２ 前項の規定にかかわらず、就業規則第２２条第

１項第３号の規定は、トップレベル拠点プログラ

ム又は最先端プログラムにより雇用する場合にお

いて大学が特に認めた場合（無期転換した場合を

除く。）は、これを準用しない。 

 （後 略） 

 

別表第１ （略） 

別表第２ 

俸給月額 

A ４００,０００円 

B ４５０,０００円 

C ５００,０００円 

D ５５０,０００円 

E ６００,０００円 

F ６５０,０００円 

G ７００,０００円 

H ７５０,０００円 

I ８００,０００円 

J ８５０,０００円 

K ９００,０００円 

L ９５０,０００円 

M １,０００,０００円 

N １,０５０,０００円 

O １,１００,０００円 

P １,１５０,０００円 

Q １,２００,０００円 

R １,３００,０００円 

S １,４００,０００円 

T １,５００,０００円 

U １,６００,０００円 

V １,７００,０００円 

別表第３ 

俸給月額 

A ４００,０００円 

B ４５０,０００円 

C ５００,０００円 

D ５５０,０００円 

E ６００,０００円 

F ６５０,０００円 

G ７００,０００円 

H ７５０,０００円 

I ８００,０００円 

J ８５０,０００円 

K ９００,０００円 

L ９５０,０００円 

２ 前項の規定にかかわらず、就業規則第２２条第

１項第３号の規定は、トップレベル拠点プログラ

ム又は iPS 細胞研究プログラムにより雇用する場

合において大学が特に認めた場合（無期転換した

場合を除く。）は、これを準用しない。 

   

 

別表 （同 左） 

（別表第２～第６は削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

改   正   前 改   正   後 

M １,０００,０００円 

N １,０５０,０００円 

O １,１００,０００円 

P １,２００,０００円 

Q １,３００,０００円 

R １,４００,０００円 

S １,５００,０００円 

T １,６００,０００円 

U １,７００,０００円 

V １,８００,０００円 

W １,９００,０００円 

X ２,０００,０００円 

Y ２,１００,０００円 

Z ２,２００,０００円 

別表第４ 

俸給月額 

A ３５０,０００円 

B ４００,０００円 

C ４５０,０００円 

D ５００,０００円 

E ５５０,０００円 

F ６００,０００円 

G ６５０,０００円 

別表第５ 

俸給月額 

A ３５０,０００円 

B ４００,０００円 

C ４５０,０００円 

D ５００,０００円 

E ５５０,０００円 

F ６００,０００円 

G ６５０,０００円 

H ７００,０００円 

I ７５０,０００円 

J ８００,０００円 

K ８５０,０００円 

L ９００,０００円 

別表第６ 

俸給月額 

A ３００,０００円 

B ３５０,０００円 

C ４００,０００円 

D ４５０,０００円 

E ５００,０００円 

F ５５０,０００円 

G ６００,０００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

改   正   前 改   正   後 

H ６５０,０００円 

I ７００,０００円 

J ７５０,０００円 

K ８００,０００円 

 

 

 

   国立大学法人京都大学教職員給与規程 

（平成１６年達示第８０号） 

 

 （前 略） 

 （拠点手当） 

第３３条の５ 国立大学法人京都大学の組織に関す

る規程（平成１６年達示第１号）第５０条第１項

の研究拠点において研究に従事する教員及び最先

端研究開発支援プログラムにより雇用される教員

には、拠点手当を支給することができる。 

 

 

２ 前項の手当の月額は、３００，０００円までの

範囲内の額とする。 

３ 拠点手当の支給される教員の範囲、支給額その

他拠点手当の支給に関し必要な事項は、国立大学

法人京都大学教職員拠点手当支給細則に定める。 

 （後 略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（拠点手当） 

第３３条の５ 国立大学法人京都大学の組織に関する

規程（平成１６年達示第１号）第５０条第１項の研

究拠点において研究に従事する教員及び国立大学法

人京都大学特定有期雇用教職員就業規則（平成１８

年達示第２１号）第２条第２号に規定する iPS 細胞

研究プログラムを実施するための研究に従事する教

員には、拠点手当を支給することができる。 

２  

 

３    （同 左） 

 

 

 

附 則 

１ この規則は、平成２６年４月１日から施行する。 

２ 国立大学法人京都大学特定有期雇用教職員就業

規則の俸給月額に関する特例を定める規則（平成

２２年達示第１１号）は、廃止する。 

 

 

 


